
























































































































































































































































































































































































































本主義国家貿易問題的幾点思考｣   (文革後期に
おける陳雲の資本主義国家との貿易問題につい
てのいくつかの考え)朱佳木編『陳雲和他的事
業』(陳雲と彼の事業)中央文献出版社、1080 ～
1091ペ－ジを参照。陳雲は中華人民共和国成立
後、政務院副総理兼中央財政経済委員会主任
など要職につき、56年には中国共産党中央委員
会副主席になったが､文革中に農村に下放され
た。1973年から1974年の間、総理周恩来の要請
によって、一時対外経済貿易を担当するが､四
人組の迫害によって再び要職から去った。文革
後の1978年11期３中全会で党中央委員会副主席
の職に復帰し、1995年に死去した｡陳雲は武漢
製鉄所の圧延設備導入の意思決定に関与し、圧
延設備の導入と同時に、関連部品なども導入す
るよう指示した。その際｢もし誰かがこれを『外
国崇拝主義』と批判するならば、一度『外国崇
拝主義者』になってやろうではないか｣とコメ
ントした。陳雲｢利用国内豊富労働力生産成品
出口｣(国内の豊富な労働力を利用して製品を生
産し輸出せよ)陳雲『陳雲文選　第３巻』人民出
版社、1995年、224ペ－ジ｡その他は、武漢製鉄
所関連資料、前田勲『新日鉄中国建設隊』こう
書房､1978年、138 ～ 140ペ－ジ参照。
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足に対する考慮が不十分であったし、電力・
供水・土木・据付などの担当機関がそれぞ
れ縦割り組織となっており、「相互調整不十分
で、かつこれを総合的に管理する主体が存在
しない」。丸山のこの指摘は「新日鉄側の印象」
によるものだが、中国側の資料からもこの点
についての反省が見られる。その反省が後に
建設された宝山製鉄所プロジェクトにおいて
生かされ、プロジェクトを総合的に管理する
主体として、宝山製鉄所工事指揮部が設立さ
れたのである。同指揮部には、中央・地方政
府の電力・供水・土木・据付などの担当機関
の次官ないし局長クラスの責任者がそれぞれ
を担当し、冶金工業部がそれらを総合的に調
整し、かつ国家建設委員会や国家計画委員会
がそれをサポートするという体制が整えられ
たのである。
　また、もう一つの要因として、新旧技術と
経営管理の相互適合性の問題があると言えよ
う。中国側の資料によると、武漢製鉄所は操
業開始後も､技術水準が1950年代の既存プラ
ントと70年代の新規導入のプラントとが、経
営管理や技術面において互いに適合しなかっ
たことや、中国従来の経営管理方式にこだわ
り、新日鉄などから経営管理方式を導入しな
かったため、最新技術に適合する経営管理が
できず、1981年年末まで正常状態での操業は
できなかった。当時の武漢製鉄所では、1ト
ン当たりの珪素鋼板を圧延するには3トンの
インゴットを必要とし、1トン当たりの深絞
り鋼板を圧延するには2トンのインゴットを
必要とした｡これは中国の大型製鉄所通常80
～ 90％の歩留よりはるかに低いものである。
故障や事故も多発して、圧延プラントの時間
当たりの生産量や稼働率は、設計基準に遠く
及ばなかった17）。
　以上のケースあるいは清水が言う日本の
ケース、小林がいう発展途上国のケースから、
結論として中間技術の移転に対する否定的評
価を、あるいは先端技術の移転に対する肯定
的評価をするのは妥当ではない。というのも、
中国では1984年以降、中小鉄鋼メーカーが増
えるなど、中間技術はまだまだ旺盛な生命力
を示しているからである。「内容的には効率
の悪い中小企業がむしろ伸び、相対的に経済
効率の良い大型企業の伸びが停滞的」であり、
「効率の良い企業が規模をさらに拡大し、悪
い企業が整理・淘汰されるという近代的な経
済発展においてみられる趨勢が、経済改革期
の後半ではみられなかった」18）。この点につ
いて田島俊雄は次のように分析している。景
気拡大期に「大規模企業の供給が伸びず、他
方で景気拡大期の需給ギャップに乗じ地方レ
ベルで取り組みが活発となり」、「市場の拡大
に対し規模の小さな地方国有企業が反応し」、
「小型高炉の新増設ブーム」が起きるが、「不
況期にこうした限界企業の経営が悪化すると
いうのが」、中国の「鉄鋼業における一貫し
た歴史的パターン」である19）。
　この逆転現象についてもう一つ付け加えて
言うならば、宝山製鉄所以外のほとんどの大
型企業は「内容的には効率の悪い中小企業」
に対し、それほど大きなアドバンテージがな
かったことであろう。粗鋼生産一人当たり30
～ 40トンのレベルでは決して経済効率がい
いとは言えない。上述のように、経済効率の
良い宝山製鉄所は、中小企業が増えて大型企
業が伸び悩みという傾向に関係なく、急激に
伸びているのである。
　中国はその後WTO（世界貿易機関）に加盟
した。中国のWTO加盟はこういった中間技術
にとって試金石となった。なぜならWTO加
盟によって、良質かつ低価格の外国製品の中
国への大量進出の局面が訪れ、それによって
鉄鋼市場の競争がさらに厳しくなったからで
ある。実際、1993年8月まで冶金工業部の筆
頭副部長でもあった黎明は、次の事実を明ら
17） 武漢製鉄所関連資料。
18） 田島俊雄｢中国鉄鋼業の展開と産業組織」山内
一男・菊池道樹編『中国経済の新局面――改革
の軌跡と展望』法政大学出版局、1990年、120ペー
ジ。
19） 田島俊雄｢経済改革(2)――経済組織と市場――
中国｣和田春樹・近藤邦康編『ペレストロイカ
と改革・開放――中ソ比較分析』東京大学出版
会、1993年、149 ～ 157ページ。戚向東｢当心小
高炉再度興起所帯来的問題｣(小高炉の再度大量
建設による問題に気を付けよ)経済管理編輯委
員会『経済管理』10 ～ 12ページ。
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かにして中国の鉄鋼企業に対し警鐘を鳴らし
た。黎明によると、1993年上半期の中国国内
製鋼材平均価格が3,700元、それに対し外国
製鋼材のＦＯＢ価格が3,100 ～ 3,300元であっ
た。政府の企業の自主権拡大の方針によって
輸入の自主権を獲得したユーザー企業は、割
高で品質がよくない国内製鋼材よりも良質か
つ低価格の外国製鋼材を欲しがるので輸入量
が激増し、1月から9月までの輸入量が2,070
万トンに達した。そのため、国内製の鋼材在
庫が2,484.9万トンまで膨れ上がってしまい、
国内の多くの企業は赤字に転じるなど大打撃
を受けた20）。ＷＴO加盟後の中国国内市場は
さらに開放され、中国の鉄鋼企業は外国企業
との激しい競争に直面した。中国のWTO加
盟によって激変する市場環境に中間技術は耐
えることができず、次々と倒産に追い込まれ
ていった。
20） 黎明、前掲、『企業改革主要是吾活国有大中型企
業』47 ～ 48ページ。

